
島根県地域医療再生計画（平成 24年度補正予算）の概要 

 

１．現状と課題 

 

   ○継続的な医師確保対策が必要 

・病院の医師の充足率目標７５％ 現状７０％（Ｈ２４末） 

・不足医師数 １６２人（需要５４９人に対して供給３８７人 H24.10 月時点） 

  ○新しく保健医療計画に盛り込んだ在宅医療の推進が必要 

・全国に先駆けて高齢化が進む島根県にあって、在宅医療の推進が急務 

・中山間･離島を抱える地域特性の中で、より効率的な在宅医療モデルを構築すること

が必要 

○状況の変化に伴い必要となる新たな取組みが必要 

・医療連携体制を構築するため、医療情報システムの全県ネットワーク基盤の整備等

を行ったところであるが、今後それらを活用した一層の連携推進が必要 

・東日本大震災を踏まえ、大規模災害発生時における災害医療体制の充実強化を図る

ことが必要 

 

２．計画の規模等 

  (単位：百万円) 

① 医師の確保 ４５２ 

② 在宅医療の推進 ３１８ 

③ 災害医療の体制整備 １８３ 

合 計 ９５３ 

 
３．事業概要 

 
① 医師確保対策事業 ４５２百万円 

 

【目標（期待される効果）】 

 ・病院に勤務する医師の充足率 ７０％→７５％ 

 ・しまね地域医療センターへの登録者数のうち、県内で研修・勤務する医師数 

  ９５人→１３３人 

 

   （具体的な施策） 

○医学生に対する奨学金の拡充（継続、一部拡充）             ２２５百万円 

   医師確保に引き続き取り組むため、既存の定員増枠を引き続き維持するとともに、

枠の一部を見直し、全国の大学医学部を対象とした奨学金枠へ拡充 
○地域医療支援センターによる医師のキャリア形成支援（継続）    １４７百万円 



一般社団法人化した「しまね地域医療支援センター」による、奨学金貸与医師等の

キャリア形成支援 
○教育機関と連携した医師確保対策（継続）                 ８０百万円 

  島根大学の地域枠入学者や奨学金貸与者に対して県内定着に向けての支援を行うた

め、島根大学医学部に「地域医療支援学講座」を設置 
 
② 在宅医療推進事業 ３１８百万円 

 

【目標（期待される効果）】 

 ・在宅看取り率（％） １８．５→２０．０ 

 ・訪問看護ステーションにおける訪問看護職員数（人） ２３７→２９７ 

 

   （具体的な施策） 

○在宅チーム医療を推進するための情報共有の推進(新規)       １６４百万円 

医療機関、訪問看護ステーション、薬局等においてＩＴを活用した情報共有を行う

ための環境整備［新規接続３５０機関］ 
○在宅チーム医療を推進するための連携促進(新規)         ７２百万円 

概ね各医療圏ごとに在宅医療コーディネーターを配置し、主治医、訪問看護師、薬

剤師、療法士、ケアマネージャー、訪問介護員など多職種間のネットワークを構築  
［９地域で実施］ 

○在宅医療推進のための体制整備（新規）              ４９百万円 

・県内訪問看護師の現任研修を行う訪問看護研修センターの設置［１箇所］ 
・在宅歯科診療の普及に必要な機器の整備［６箇所］ 

○研修、相談及び普及啓発（新規）                     ３３百万円 

    ・在宅緩和ケアに関する研修、相談窓口設置［２病院］ 
・訪問看護師の人材育成、フォーラムの開催 等 

 
③ 災害時の医療提供体制確保事業 １８３百万円 

 

【目標（期待される効果）】 

・東日本大震災を踏まえた地域防災計画の改訂に対応した災害医療体制の整備 

 

   （具体的な施策） 

○災害拠点病院等の体制整備(拡充)               １６４百万円 

・自家発電機、災害時に要する診療機材や簡易ベッド等の整備 
［７災害拠点病院（災害協力病院分は枠計上）］ 

・広域災害に対応するための通信機器・広域搬送拠点等の整備 
○災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の体制整備(拡充)       １９百万円 

ＤＭＡＴの活動に必要な緊急車輌や携行用医療機器等の整備［８災害拠点病院］ 


